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コロナ禍対応と新生活様式について（8件） 

①新型コロナウイルス感染症対策は「命を守る」、「生活を守る」、「弱者を守

る」との視点を重視すること。その上で、適切な情報収集と意思決定を図

り、適宜、必要な機関や施設へ支援を届けること。 

②自粛要請で増加するＤＶや児童虐待やネグレクトの被害者等に対して、

多様な（電話・メール・チャット）相談窓口が開設していることを周知す

ること。 

③市並びに国・県が実施するコロナ禍支援策制度の周知については、制度内

容や申請方法等を分かりやすく提示し、手続きがスムーズに行えるよう

努めること。 

④地域の行事や活動の自粛により、孤立しがちな一人暮らしの高齢者等に

対する、見守り支援を強化すること。 

⑤内定取り消し、派遣切りや雇止めなど深刻な雇用不安を招かぬよう、経済

団体はじめ事業主に対し強く要請すること。 

⑥公共交通事業者や宿泊事業者等が行う感染症対策等について、積極的に、

正確な情報発信を行い、風評被害の防止等に努めること。 

⑦新型コロナウイルス感染症により特に大きな損害を被った産業（旅行業、

飲食業、イベント業等）をはじめ、幅広い用途に使用できるクーポン・ 商

品券の再発行を必要に応じて実施すること。 

⑧子どもたちの芸術鑑賞機会を機再確保すること 。 
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１ 世界に誇る「健康医療先進都市」実現のために（8件） 

① 障がい児・者の支援については、乳幼児から成人まで相談体制の強化を

行い、記録ノートの早期導入と作成支援を図ること。（注釈：本人のプ

ロフィールや支援の経過等の記録を一冊にまとめ、必要な情報をつづる

オリジナルファイル。保護者が亡き後も安心して生活できるように支援

者に必要な情報を伝えるノート）（新規） 

② 視覚障がい者で、強度の夜盲症や視野狭窄で日常生活に支障をきたして

いる方を支援するため、日常生活用具給付事業に「暗所視支援眼鏡」を

追加すること。（新規） 

③ 健康教育の充実のため、小中学校において、認知症サポーター養成講座

を実施すること。また、外部講師（がん経験者、がん専門医、学校医、

学校薬剤師）などによる健康教育を実施すること。（新規） 

④南沼原小学校跡地に、身寄りのない障がい者が安心して暮らすための施

設、認知症により日本語を忘れてしまった外国人などが母国語圏の人と

暮らすことのできる施設、発達障がい支援センターなど、総合的な福祉

施設を公民連携で建設すること。（継続拡充） 

⑤ 市保健所のシンクタンク機能を活用し、国保以外の各保険者と連携して

情報を共有しながら、市民の健康増進やがん予防対策を推進すること。

（継続拡充） 
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⑥ スポーツ部局の移管を契機に、広域利用に資する施設（スケート場・観

客席設置の体育館・武道館・陸上競技場・サッカースタジアム）につい

て、県との連携を強め、早期に施設整備計画を示すこと。（継続拡充） 

⑦ 人工内耳用音声信号装置と人工内耳用電池および充電器等への市独自の

補助制度を確実に推進すること。（継続） 

⑧ ３歳児健診において、医療従事者以外でも簡単に操作できる、携帯型視

機能スクリーニング機器（スポットビジョンスクリーナー）を導入し、

弱視や斜視等の早期発見に努めること。（継続） 

２ 県都に相応しいトップクラスの子育て環境整備のために（12 件） 

①オンライン教育や GIGA スクール実現を加速化するため、デジタル教科

書や ICT 支援人材の全校配置、家庭等でも学び続けられる環境整備な

ど、ハード・ソフト両面の支援を推進すること。（新規） 

②子供たちの読書を推進するため、セカンドブックと読書手帳を導入する

こと。また、ウィズコロナ時代への対応として電子図書を導入するこ

と。（新規） 

③ 将来的な児童相談所開設を見据え、子ども家庭総合支援拠点の人材確保

と相談体制の充実強化を図ること（新規）。 

④ ヤングケアラー、育児と介護の課題（ダブルケア）や、８０５０問題を

抱える世帯に対して、課題抽出のための実態調査を行い支援対策への取

り組みを開始すること。（継続拡充） 
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⑤ 貧困や不登校、高齢者や外国人など、様々な理由で学ぶ機会を失った人

のために「夜間中学」を設置すること。また、詳細な実態を掴むための

追跡調査を実施すること。（継続拡充） 

⑥ 子ども食堂や地域食堂及び、こども宅食、フードバンク等の実態調査を

行い、行政と NPO 法人、民間企業が一体となって、実効性ある対策を継

続して実施すること。（継続拡充） 

⑦ 気になる子供の早期発見のため「５歳児健診」を実施すること。また、

保育園と認定こども園等において実施している健康診断に対しての相談

や支援の体制を拡充すること。（継続拡充） 

⑧ 様々な子育て支援施策全体のなかでも、子育て世代で最も要望の多い子

ども医療費助成制度の高校三年生までの拡充を図ること。先ずは段階的

に入院費助成を先行導入すること。（継続） 

⑨ いじめを防ぎ、児童生徒の安全な学習環境の確保や教職員の相談体制を

充実させるため、スクールロイヤーを導入すること。（継続） 

⑩ 南沼原小学校新校舎改築までに、同校舎前の西バイパス交差点への歩道

橋の整備を図ること。（継続） 

⑪ 子供たちの悩みに耳を傾けるため「ＳＮＳ（ＬＩＮＥ・アプリ等）」を

活用した「いじめ・自殺相談窓口」を開設すること。（継続） 

⑫ 幼保無償化等を推進するため、給食費（副食費）に対して助成を行うこ

と。（継続） 
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３ 活力ある産業のまちづくりのために（8件） 

① ＳＤＧｓ「持続可能な開発目標」の達成と、ゼロカーボンシティーの実

現を目指し、企業や大学、民間団体等との連携を強め、市民を巻き込ん

だ実効性のある具体的な取り組みを推進すること。（新規） 

② 行政事務の効率化を図るため「ＲＰＡ」や「ＡＩ」の活用を推進するこ

と。また、市民の行政手続きに係るデジタル化の推進や、押印廃止の取

り組みを推進すること。（新規） 

③ 移動手段確保や生活支援のため、新たな地域交通体系“ＭａａＳ”を導

入すること。（新規） 

④ 高速道路外の休憩施設（道の駅など）等へ、割増料金ゼロで立ち寄れる

「ＥＴＣ２．０賢い料金」を道の駅（仮称）蔵王への導入すること。（新

規） 

⑤ 住宅地における有害鳥獣被害対策について、市民の安全を守る観点から

有効な対策を講じること。（新規） 

⑥ 事業継続や拡大が困難な環境下（劣悪な労働環境を改善できず法律の狭

間で苦しむ企業）で苦闘する中小零細企業や小規模事業者等のため、花

巻市起業家支援センターを参考に、新産業団地の実施設計にレンタル式

工場棟を盛り込むこと。（継続拡充） 

⑦ 町内会等で保有する歴史遺産である古文書等の存否を確認し、専門機関

や大学、地域の方々と連携して、収集、調査、整理、保存すること。ま
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た、広く市民や観光客に公開するための拠点整備や機会を提供すること。

（継続拡充） 

⑧ 有害鳥獣を捕獲した際の助成金を引き上げるとともに、捕獲した有害鳥

獣の処理等（ジビエ化・肥料化等）を効率的に行う仕組みや施設の検討

をおこなうこと。（継続） 

４ 市民協働のまちづくりのために（4件） 

① 性教育の充実のため、小中学校において、ＬＧＢＴＱなど、個人の多様

性を認める学習と命の大切さを学べる機会を作ること。（新規） 

②性的マイノリティ等にも配慮する、一人一人の多様性と全ての人権を尊

重した、差別のない社会の構築に取り組むこと。（新規） 

③職員の登用について、積極的に女性管理職の登用を図り、若手管理職につ

いては、多岐にわたる研修の機会を増やすよう努めること。（新規） 

④高齢者等が ICT 機器の操作等について気軽に相談できる「デジタル活用

支援員」を推進し、総合的な情報格差対策を講ずること。（新規） 

５ 安全・安心のまちづくりのために（6件） 

①内水氾濫防止のため、必要な箇所（須川の合流部等）に排水ポンプ車を導

入すること。（新規） 

② 地域防災計画の推進と、各連合町内会に、防災士や女性防災リーダーを育

成するために資格取得を支援すること。（新規） 

③ 学校施設に於ける避難所機能の強化に取り組むこと（テレビ、トイレのユ
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ニバーサル化、Ｗｉ－Ｆｉ環境整備、冷暖房機器など）。（継続拡充） 

④「地域公共交通網形成計画」の策定にあたっては、地域別マスタープラン

で要望のあった地域への対策と拡充、南北べにちゃんバス導入の要望を確

実に反映すること。（継続拡充） 

⑤危険な道路やハード面における補修箇所等、通報アプリの早期実現を進め

市民協働型見守り体制の充実を図ること。（継続） 

⑥西回りバイパス西側の椹沢山辺中山線における南側への延伸を早期に推

進すること。（継続） 

 

 

以上 

コロナ禍： ８件 

新  規：１７件 

継続拡充：１１件 

継  続：１０件 

合  計：４６件 


